
木造住宅工事仕様書

枠組壁工法住宅工事仕様書

【フラット35】対応

［解説付・設計図面添付用　共通］

この追補版仕様書は、2022年10月に実施した【フラット35】制度改正に対応するものです。
2022年10月以後に【フラット35】の設計検査を申請される場合、【フラット35】対応『木造住
宅工事仕様書（2021年版）』及び『枠組壁工法住宅工事仕様書（2021年版）』に添付してお使いい
ただくことができます。

〈2022年10月以降基準改正確認用〉
・【フラット35】S （金利 Bプラン） 省エネルギー性
・【フラット35】S （金利Aプラン） 省エネルギー性
・【フラット35】S （金利Aプラン） 耐震性 （免震建築物）
・【フラット35】S （金利Aプラン） 耐久性・可変性 （長期優良住宅）
・【フラット35】S （ZEH）

［2022年10月追補版］

［2022年10月追補版］

この追補版仕様書は、フラット35の設計検査に添付してお使いいただくことができます。

＊仕様書を工事請負契約等に添付して使用する場合には、氏名欄に記入した名前の右横にそれぞれ押印してください。
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住所
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氏名

氏名

氏名

氏名

工事施工者

設　計　者

工事監理者

住宅の名称等
（建売住宅に限る。）
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フラット35S（金利Bプラン）技術基準適合仕様確認書

【本確認書の使い方】
・本確認書は、本仕様書の内容のうち、フラット35S（金利Bプラン）の各基準に該当する仕様項目を整理し

た表です。

・フラット35Sをご利用される場合は、本確認書を「フラット35技術基準適合仕様確認書」とあわせてお使い
ください。

・各仕様項目において、仕様書本文中にあるアンダーライン「　　　」部分が、遵守しなければならない基準
となります。

・フラット35Sの技術基準に適合していることを、この確認書の仕様項目に基づき確認し、実施する仕様の 「適
合確認欄」 のチェックボックスに  （チェック）を記入してください。

・仕様書によらずその性能を確保する場合、「特記欄」に「特記」と記入し、その内容について特記仕様書等を
作成してください。

・ （チェック）を記入した仕様項目について、仕様書の該当部分を添削した場合には、「特記欄」 に 「添削」
と記入してください。また、添削をした場合には、その箇所がアンダーライン「　　　」部分でないことを
確認してください。アンダーライン部分を訂正すると、フラット35Sがご利用いただけない場合があります。

・表中の「評価方法基準項目番号」欄には、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に 
基づく評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）の項目番号を記載しています。

フラット35Sとは、フラット35をお申込みのお客様が、省エネルギー性、耐震性などに優れた住宅を取得
される場合に、フラット35のお借入金利を一定期間引き下げる制度です。

フラット35Sは、お申込みの受付期間及び募集枠に制限があります。詳細は「フラット35サイト（www.
flat35.com）」 にてご確認ください。

フラット35S（金利Bプラン）をご利用いただく場合は、フラット35の技術基準に加えて、次表の1～4のい
ずれか1つ以上の基準を満たす住宅であることが必要です。

フラット35S（金利Bプラン）の技術基準（※1）

※1  各技術基準は、 「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度の性能等級等と同じです。なお、住
宅性能評価書を取得しなくても、所定の物件検査に合格すれば、フラット35S（金利Bプラン）をご利用いただけます。

※2  断熱等性能等級4又は一次エネルギー消費量等級4の基準は、それぞれ建築物エネルギー消費性能基準（「建築物のエネル
ギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）（通称  建築物省エネ法）」第2条第1項第3号に定める基準）に代
えることができます。

※3  一定の更新対策とは、躯体天井高の確保（2.5m以上）及び間取り変更の障害となる壁又は柱がないことです。

1　省エネルギー性

2　耐　　震　　性
3　バリアフリー性

4　耐久性・可変性

断熱等性能等級4（※2）の住宅、かつ、一次エネルギー消費量等級6の住宅
　又は
断熱等性能等級5以上、かつ、一次エネルギー消費量等級4（※2）又は等級5の住宅
耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）2の住宅
高齢者等配慮対策等級3の住宅
劣化対策等級3の住宅、かつ、維持管理対策等級2以上の住宅

（共同住宅等の場合は、一定の更新対策（※3）が必要）
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1-2. 省エネルギー性に関する基準②（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級4又は等級5）

1-1. 省エネルギー性に関する基準①（断熱等性能等級4かつ一次エネルギー消費量等級6）

仕　 様　 項　 目

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく 
住宅性能表示制度における評価方法基準第 5 の5-1に定める断熱等性能等
級における等級 5 の基準に適合
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく 
住宅性能表示制度における評価方法基準第 5 の5-2に定める一次エネル 
ギー消費量等級における等級 4 又は等級 5 の基準に適合

適合
確認欄 特記欄

追補版
仕様書
ページ

9

9

仕　 様　 項　 目

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく 
住宅性能表示制度における評価方法基準第 5 の5-1に定める断熱等性能等
級における等級 4 の基準に適合
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく 
住宅性能表示制度における評価方法基準第 5 の5-2に定める一次エネル 
ギー消費量等級における等級 6 の基準に適合

適合
確認欄 特記欄

追補版
仕様書
ページ

8

8

フラット35S（金利Bプラン）技術基準適合仕様確認書

1. 省エネルギー性に関する基準

フラット35S（金利Bプラン）の省エネルギー性をご利用いただく場合は、「1-1. 省エネルギー性に関する基
準①（断熱等性能等級4※かつ一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様」又は「1-2. 省エネルギー性に関する基
準②（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級4※又は等級5）に係る仕様」のいずれかを満たす住宅で
あることが必要です。
※ 断熱等性能等級4又は一次エネルギー消費量等級4の基準は、それぞれ建築物エネルギー消費性能基準（「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）（通称 建築物省エネ法）」第2条第1項第3号に定める基準）に代えるこ
とができます。
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フラット35Sとは、フラット35をお申込みのお客様が、省エネルギー性、耐震性などに特に優れた住宅を
取得される場合に、フラット35のお借入金利を一定期間引き下げる制度です。

フラット35Sは、お申込みの受付期間及び募集枠に制限があります。詳細は「フラット35サイト（www.
flat35.com）」  にてご確認ください。

フラット35S（金利Aプラン）をご利用いただく場合は、フラット35の技術基準に加えて、次表の1～4のい
ずれか1つ以上の基準を満たす住宅であることが必要です。

フラット35S（金利Aプラン）技術基準適合仕様確認書

【本確認書の使い方】
・本確認書は、本仕様書の内容のうち、フラット35S（金利Aプラン）の各基準に該当する仕様項目を整理し

た表です。
・フラット35Sをご利用される場合は、本確認書を「フラット35技術基準適合仕様確認書」とあわせてお使い

ください。

・各仕様項目において、仕様書本文中にあるアンダーライン「　　　」部分が、遵守しなければならない基準
となります。

・フラット35Sの技術基準に適合していることを、この確認書の仕様項目に基づき確認し、実施する仕様の 「適
合確認欄」 のチェックボックスに  （チェック）を記入してください。

・仕様書によらずその性能を確保する場合、「特記欄」に「特記」と記入し、その内容について特記仕様書等を
作成してください。

・ （チェック）を記入した仕様項目について、仕様書の該当部分を添削した場合には、「特記欄」 に 「添削」
と記入してください。また、添削をした場合には、その箇所がアンダーライン「　　　」部分でないことを
確認してください。アンダーライン部分を訂正すると、フラット35Sがご利用いただけない場合があります。

・表中の「評価方法基準項目番号」欄には、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に
基づく評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）の項目番号を記載しています。

フラット35S（金利Aプラン）の技術基準（※1）

※1  各技術基準（長期優良住宅を除く。）は、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度の性能等級等
と同じです。なお、住宅性能評価書を取得しなくても、所定の物件検査に合格すれば、フラット35S（金利Aプラン）を
ご利用いただけます。

※2  都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）の規定により低炭素建築物新築等計画が認定された住宅又は、
同法の規定により集約都市開発事業計画が認定された住宅も該当します。

※3  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）（通称 建築物省エネ法）の規定により建築物エ
ネルギー消費性能向上計画が認定された住宅も該当します。

※4  免震建築物は、評価方法基準第5の1-3に適合しているものを対象とします。
※5 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成 20年法律第87号）の規定により長期優良住宅建築等計画が認定された住

宅です。

1　省エネルギー性

2　耐　　震　　性

3　バリアフリー性
4　耐久性・可変性

断熱等性能等級5以上、かつ、一次エネルギー消費量等級6の住宅（※2）（※3）
耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）3の住宅
　又は
免震建築物（※4）
高齢者等配慮対策等級4以上の住宅
長期優良住宅（※5）
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フラット35S（金利Aプラン）技術基準適合仕様確認書

4-2. 免震住宅に関する基準（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）

2. 省エネルギー性に関する基準（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級6）

追　補　版　仕　様　書

項　　目
評価方法

基準項目番号 項　目

平成12年建設省告示第2009号
第2に規定された免震建築物

1−3（3）イ

免震層及び免震材料の維持管理 1−3（3）ロ

Ⅳ−4-2.2（基礎）
Ⅳ−4-2.3（免震層）
Ⅳ−4-2.4（上部構造）
Ⅳ−4-2.5（下部構造）
Ⅳ−4-2.6（維持管理等に関す
る事項）

適合
確認欄 特記欄

ページ

13
13
13
13

13

仕　 様　 項　 目

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅性能表示
制度における評価方法基準第 5 の5-1に定める断熱等性能等級における等級 5 の基準
に適合
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅性能表示
制度における評価方法基準第 5 の5-2に定める一次エネルギー消費量等級における等
級 6 の基準に適合

適合
確認欄 特記欄

追補版
仕様書
ページ

11

11
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フラット35S（ZEH）技術基準適合仕様確認書

項　　　　目

追　補　版　仕　様　書

仕　様　項　目

外皮平均熱貫流率
平均日射熱取得率
一次エネルギー消費量（再エネ除く）

一次エネルギー消費量（再エネ含む）

Ⅴ−1.1.2（適用）の2のイ（イ）
Ⅴ−1.1.2（適用）の2のイ（イ）
Ⅴ−1.1.2（適用）の2のイ（ロ）
Ⅴ−1.1.2（適用）の2のイ（ハ）

（『ZEH-M』）
Ⅴ−1.1.2（適用）の2のロ

（Nearly ZEH-M）

適合
確認欄 特記欄

ページ

15
15
16

16

項　　　　目

追　補　版　仕　様　書

仕　様　項　目

外皮平均熱貫流率
平均日射熱取得率
一次エネルギー消費量（再エネ除く）

一次エネルギー消費量（再エネ含む）

Ⅴ−1.1.2（適用）の1のイ（イ）
Ⅴ−1.1.2（適用）の1のイ（イ）
Ⅴ−1.1.2（適用）の1のイ（ロ）
Ⅴ−1.1.2（適用）の1のイ（ハ）

（『ZEH』）
Ⅴ−1.1.2（適用）の1のロ

（Nearly ZEH）

適合
確認欄 特記欄

ページ

15
15
15

15

（一戸建て住宅の場合）

（一戸建て住宅以外の場合）

1. 省エネルギー性（ZEHに関する基準）

新設
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〔第Ⅲ章〕

フラット35S工事仕様書の使い方

（1） 〔第Ⅱ章〕 工事仕様書のフラット35の基準事項に加え、「1-1．省エネルギー性に関する基準①（断熱等性能等級4
かつ一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様」、「1-2．省エネルギー性に関する基準②（断熱等性能等級5かつ一
次エネルギー消費量等級4又は等級5）に係る仕様」、 「2．耐震住宅に関する基準（耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
2）に係る仕様」、「4．バリアフリー性に関する基準（高齢者等配慮対策等級 3）に係る仕様」 又は「5．耐久性・可変
性に関する基準（劣化対策等級 3 及び維持管理対策等級 2 など）に係る仕様」 によってください。

（2）本文のアンダーライン「　　　」の部分は、基準に係る項目ですので、訂正するとフラット35Sが利用できない場
合があります。
なお、アンダーライン「　　　」以外の仕様については、ご自分の工事内容に合わせて当該仕様部分を適宜添削す
るなどしてご使用ください。

フラット35S（金利Bプラン）の技術基準（※1）

フラット35S（金利Bプラン）をご利用いただく場合は、フラット35の技術基準に加えて、次表の1～4のい
ずれか1つ以上の基準を満たす住宅であることが必要です。

※1  各技術基準は、 「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度の性能等級等と同じです。なお、住
宅性能評価書を取得しなくても、所定の物件検査に合格すれば、フラット35S（金利Bプラン）をご利用いただけます。

※2  断熱等性能等級4又は一次エネルギー消費量等級4の基準は、それぞれ建築物エネルギー消費性能基準（「建築物のエネル
ギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）（通称  建築物省エネ法）」第2条第1項第3号に定める基準）に代
えることができます。

※3  一定の更新対策とは、躯体天井高の確保（2.5m以上）及び間取り変更の障害となる壁又は柱がないことです。

1　省エネルギー性

2　耐　　震　　性
3　バリアフリー性

4　耐久性・可変性

断熱等性能等級4（※2）の住宅、かつ、一次エネルギー消費量等級6の住宅
　又は
断熱等性能等級5以上、かつ、一次エネルギー消費量等級4（※2）又は等級5の住宅
耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）2の住宅
高齢者等配慮対策等級3の住宅
劣化対策等級3の住宅、かつ、維持管理対策等級2以上の住宅

（共同住宅等の場合は、一定の更新対策（※3）が必要）
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〔第Ⅲ章〕

フラット35Sの省エネルギー性に適合する住宅は、「1-1. 省エネルギー性に関する基準①（断熱等性能等級4かつ
一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様」又は「1-2. 省エネルギー性に関する基準②（断熱等性能等級5かつ一次エ
ネルギー消費量等級4又は等級5）に係る仕様」のいずれかを満たす住宅であることとする。

1-1.省エネルギー性に関する基準①（断熱等性能等級4かつ一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様

1-1.1 一般事項
1-1.1.1 総則

1．フラット35Sにおける省エネルギー性に関する基準のうち、断熱等性能等級 4かつ
一次エネルギー消費量等級6に適合する住宅の仕様は、この項による。

2．本項におけるアンダーライン「　　　」の付された項目事項は、フラット35Sにおけ
る省エネルギー性に関する基準のうち、断熱等性能等級4かつ一次エネルギー消費
量等級6に係る仕様であるため、当該部分の仕様以外とする場合は、住宅金融支援
機構の認めたものとする。

1-1.1.2 適用
1．本項の適用となる住宅は、次のイ及びロの全てを満たすものとする。

イ．住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく評価方
法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の5-1の断熱等性能等級4に規
定されている外皮平均熱貫流率による基準、冷房期の平均日射熱取得率に関す
る基準及び結露の発生を防止する対策に関する基準に適合するもの

ロ．住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく評価方
法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の5-2の一次エネルギー消費量
等級6に規定されている対策が講じられていることとし、「住宅に関する省エネ
ルギー基準の準拠したプログラム（https://house.app.lowenergy.jp/）」等を用
いて、巻末付録（地域の区分の一覧表）の地域の区分及び床面積等に応じて算定
した対象住宅の一次エネルギー消費量が基準一次エネルギー消費量を上回らな
いことを確認したもの

2．前項を満たす仕様は特記による。
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〔第Ⅲ章〕

1-2.1 一般事項
1-2.1.1 総則

1．フラット35Sにおける省エネルギー性に関する基準のうち、断熱等性能等級 5かつ
一次エネルギー消費量等級4又は等級5に適合する住宅の仕様は、この項による。

2．本項におけるアンダーライン「　　　」の付された項目事項は、フラット35Sにおけ
る省エネルギー性に関する基準のうち、断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費
量等級4又は等級5に係る仕様であるため、当該部分の仕様以外とする場合は、住宅
金融支援機構の認めたものとする。

1-2.1.2 適用
1．本項の適用となる住宅は、次のイ及びロの全てを満たすものとする。

イ．住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく評価方
法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の5-1の断熱等性能等級5に規
定されている外皮平均熱貫流率による基準、冷房期の平均日射熱取得率に関す
る基準及び結露の発生を防止する対策に関する基準に適合するもの

ロ．住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく評価方
法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の5-2の一次エネルギー消費量
等級4又は等級5に規定されている対策が講じられていることとし、「住宅に関
する省エネルギー基準の準拠したプログラム（https://house.app.lowenergy.
jp/）」等を用いて、巻末付録（地域の区分の一覧表）の地域の区分及び床面積等に
応じて算定した対象住宅の一次エネルギー消費量が基準一次エネルギー消費量
を上回らないことを確認したもの

2．前項を満たす仕様は特記による。

フラット35Sの省エネルギー性に適合する住宅は、「1-1. 省エネルギー性に関する基準①（断熱等性能等級4かつ
一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様」又は「1-2. 省エネルギー性に関する基準②（断熱等性能等級5かつ一次エ
ネルギー消費量等級4又は等級5）に係る仕様」のいずれかを満たす住宅であることとする。

1-2.省エネルギー性に関する基準②（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級4又は等級5）に係る仕様
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〔第Ⅳ章〕

フラット35S工事仕様書の使い方

（1）〔第Ⅱ章〕工事仕様書のフラット35の基準事項に加え、「1．省エネルギー性に関する基準 （認定低炭素住宅） に係
る仕様」、｢2．省エネルギー性に関する基準（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様｣、「3．
省エネルギー性に関する基準（性能向上計画認定住宅（建築物省エネ法））に係る仕様｣、｢4．耐震性に関する基準 （耐
震等級 （構造躯体の倒壊等防止） 3）に係る仕様」、「4-2．免震住宅に関する基準 （地震に対する構造躯体の倒壊等
防止及び損傷防止） に係る仕様」、 「5．バリアフリー性に関する基準 （高齢者等配慮対策等級4）に係る仕様」 また
は 「6．耐久性・可変性に関する基準 （長期優良住宅） に係る仕様」 によってください。

（2）本文のアンダーライン「　　　」の部分は、基準に係る項目ですので、訂正すると当制度が利用できない場合があ
ります。
なお、アンダーライン「　　　」 以外の仕様については、ご自分の工事内容に合わせて当該仕様部分を適宜添削す
るなどしてご使用ください。

フラット35S（金利Aプラン）の技術基準（※1）

フラット35S（金利Aプラン）をご利用いただく場合は、フラット35の技術基準に加えて、次表の1～4のい
ずれか1つ以上の基準を満たす住宅であることが必要です。

※1  各技術基準（長期優良住宅を除く。）は、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度の性能等級等
と同じです。なお、住宅性能評価書を取得しなくても、所定の物件検査に合格すれば、フラット35S（金利Aプラン）を
ご利用いただけます。

※2  都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）の規定により低炭素建築物新築等計画が認定された住宅又は、
同法の規定により集約都市開発事業計画が認定された住宅も該当します。

※3  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）（通称 建築物省エネ法）の規定により建築物エ
ネルギー消費性能向上計画が認定された住宅も該当します。

※4  免震建築物は、評価方法基準第5の1-3に適合しているものを対象とします。
※5 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成 20年法律第87号）の規定により長期優良住宅建築等計画が認定された住

宅です。

1　省エネルギー性

2　耐　　震　　性

3　バリアフリー性
4　耐久性・可変性

断熱等性能等級5以上、かつ、一次エネルギー消費量等級6の住宅（※2）（※3）
耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）3の住宅
　又は
免震建築物（※4）
高齢者等配慮対策等級4以上の住宅
長期優良住宅（※5）
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〔第Ⅳ章〕

2.省エネルギー性に関する基準（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様

2.1 一般事項
2.1.1 総則

1．フラット35Sにおける省エネルギー性に関する基準（断熱等性能等級 5かつ一次エネ
ルギー消費量等級6）に適合する住宅の仕様は、この項による。

2．本項におけるアンダーライン「　　　」の付された項目事項は、フラット35Sにおけ
る省エネルギー性に関する基準（断熱等性能等級5かつ一次エネルギー消費量等級6）
に係る仕様であるため、当該部分の仕様以外とする場合は、住宅金融支援機構の認
めたものとする。

2.1.2 適用
1．本項の適用となる住宅は、次の全てを満たすものとする。

イ．住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく評価方
法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の5-1の断熱等性能等級5に規
定されている外皮平均熱貫流率による基準、冷房期の平均日射熱取得率に関す
る基準及び結露の発生を防止する対策に関する基準に適合するもの

ロ．住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく評価方
法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の5-2の一次エネルギー消費量
等級6に規定されている対策が講じられていることとし、「住宅に関する省エネ
ルギー基準の準拠したプログラム（https://house.app.lowenergy.jp/）」等を用
いて、巻末付録（地域の区分の一覧表）の地域の区分及び床面積等に応じて算定
した対象住宅の一次エネルギー消費量が基準一次エネルギー消費量を上回らな
いことを確認したもの

2．前項を満たす仕様は特記による。
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〔第Ⅳ章〕

3.省エネルギー性に関する基準（性能向上計画認定住宅（建築物省エネ法））に係る仕様

3.1 一般事項
3.1.1 総則

1．フラット35Ｓにおける省エネルギー性に関する基準（性能向上計画認定住宅（建築物
省エネ法））に適合する住宅の仕様は、この項による。

2．本項におけるアンダーライン「　　　」の付された項目事項は、フラット35Ｓにおけ
る省エネルギー性に関する基準（性能向上計画認定住宅（建築物省エネ法））に係る仕
様である。

3.1.2 適用
本項の適用となる住宅は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年
法律第53号）（通称 建築物省エネ法）の規定により建築物エネルギー消費性能向上計画
の認定を受けた住宅であるものとする。

【性能向上計画認定住宅（建築物省エネ法）に関する留意事項】
認定基準に関する最新情報等については、次のホームページを参照すること。
■ 建築物省エネ法のページ（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html
■ 建築物のエネルギー消費性能に関する技術情報（国立研究開発法人建築研究所）

https://www.kenken.go.jp/becc/index.html
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〔第Ⅳ章〕

4-2.免震住宅に関する基準（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）に係る仕様

4-2.1 一般事項
4-2.1.1 総則

1．フラット35Sにおける免震住宅に関する基準 （地震に対する構造躯体の倒壊等防止
及び損傷防止） に適合する住宅の仕様は、この項による。

2．本項におけるアンダーライン「　　　」の付された項目事項は、フラット35Sにおけ
る免震住宅に関する基準（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）に係る
仕様であるため、当該部分の仕様以外とする場合は、住宅金融支援機構の認めたも
のとする。

4-2.2 基礎
基礎は、Ⅲ-3.2（基礎）による。

4-2.3 免震層
免震層は、Ⅲ-3.3（免震層）による。

4-2.4 上部構造
上部構造は、Ⅲ-3.4（上部構造）による。

4-2.5 下部構造
下部構造は、Ⅲ-3.5（下部構造）による。

4-2.6 維持管理等に関する事項
維持管理等に関する事項は、Ⅲ-3.6（維持管理等に関する事項）による。
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〔第Ⅳ章〕

6.耐久性・可変性に関する基準（長期優良住宅）の仕様

6.1 一般事項
6.1.1 総則

1．フラット35Sにおける耐久性・可変性に関する基準 （長期優良住宅） に適合する住宅
の仕様は、この項による。

2．本項において、アンダーライン 「　　　」 が付された項目事項は、フラット35Sにお
ける耐久性・可変性に関する基準に係る仕様であるため、当該部分の仕様以外とす
る場合は、長期優良住宅の認定を取得できる仕様とする。

6.1.2 適用
1．本項の適用となる住宅は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律

第87号） 第7条の規定により認定の通知を受けた長期優良住宅建築等計画に基づき
建築された住宅であるものとする。

2．構造躯体等の劣化対策は、本章6.2 （構造躯体等の劣化対策） による。
3．耐震性は、次のいずれかとする。

イ． 構造計算による場合
本章6.3.2.1 （基本原則） 及び本章6.3.2.2 （構造計算等） による

ロ． 壁量計算による場合
階数が2以下の住宅は、Ⅳ-4.1.2 （基本原則） 及びⅣ-4.1.3 （構造計算等） の2によ
る

ハ． 免震建築物
本章6.3.3 （免震） による

4．可変性は、本章6.4 （可変性） による。
5．維持管理・更新の容易性は、本章6.5 （維持管理・更新の容易性） による。
6．省エネルギー対策は、追補版仕様書Ⅳ-2 （省エネルギー性に関する基準（断熱等性能

等級5かつ一次エネルギー消費量等級6）に係る仕様） による。
7．維持保全計画等については、本章6.7 （その他） による。
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新設　〔第Ⅴ章〕  フラット35S（ZEH）工事仕様書

1.省エネルギー性（ZEHに関する基準）に係る仕様

1.1 一般事項
1.1.1 総則

1．フラット35Sにおける省エネルギー性 （ZEHに関する基準） に適合する住宅の仕様は、
この項による。

2．本項におけるアンダーライン 「　　　」 の付された項目事項は、フラット35S にお
ける省エネルギー性 （ZEHに関する基準） に係る仕様であるため、当該部分の仕様
以外とする場合は、住宅金融支援機構の認めたものとする。

1.1.2 適用
1．本項の適用となる住宅は、一戸建て住宅の場合は次による。

イ． 『ZEH』とする場合は、以下の（イ）から（ニ）のすべてを満たすものとする。
（イ） 外皮平均熱貫流率及び平均日射熱取得率が巻末付録（地域の区分一覧表）の

地域の区分に応じて、次表に定める数値以下であること。

（ロ） 再生可能エネルギー等を除き、巻末付録（地域の区分一覧表）の地域の区
分及び床面積等に応じて算定した対象住宅の基準一次エネルギー消費量か
ら20%以上の一次エネルギー消費量が削減されることを「住宅に関する省
エネルギー基準に準拠したプログラム（https://house.app.lowenergy.
jp/）」 等を用いて確認したものであること。

（ハ） 再生可能エネルギーを導入した住宅であること。
（ニ） 再生可能エネルギー等を加えて、巻末付録（地域の区分一覧表）の地域の区

分及び床面積等に応じて算定した対象住宅の基準一次エネルギー消費量か
ら100%以上の一次エネルギー消費量が削減されることを「住宅に関する
省エネルギー基準に準拠したプログラム（https://house.app.lowenergy.
jp/）」 等を用いて確認したものであること。

ロ． Nearly ZEHとする場合は、イの（イ）から（ハ）のすべてを満たした上で、再
生可能エネルギー等を加えて、巻末付録（地域の区分一覧表）の地域の区分及び
床面積等に応じて算定した対象住宅の基準一次エネルギー消費量から75%以上
100%未満の一次エネルギー消費量が削減されることを「住宅に関する省エネル
ギー基準に準拠したプログラム（https://house.app.lowenergy.jp/）」 等を用
いて確認したものであること。

ハ． ZEH Orientedとする場合は、イの（イ）及び（ロ）を満たすものであること。
2．本項の適用となる住宅は、一戸建て以外の住宅の場合は次による。

イ． 『ZEH-M』とする場合は、以下の（イ）から（ニ）のすべてを満たすものとする。
（イ） すべての住戸について、外皮平均熱貫流率及び平均日射熱取得率が巻末付

録（地域の区分一覧表）の地域の区分に応じて、次表に定める数値以下であ
ること。

外皮平均
熱貫流率

（単位
W/m2・K）

平均日射
熱取得率

地　域　の　区　分
87654321

―0.60.60.60.60.50.40.4

6.72.72.83.0――――



―16―

（ロ） 再生可能エネルギー等を除き、共用部を含む当該住棟全体で、巻末付録
（地域の区分一覧表）の地域の区分及び床面積等に応じて算定した対象住
宅の基準一次エネルギー消費量から20%以上の一次エネルギー消費量が
削減されることを「住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム

（https://house.app.lowenergy.jp/）」 等を用いて確認したものであること。
（ハ） 再生可能エネルギーを導入した住宅であること。
（ニ） 再生可能エネルギー等を加えて、共用部を含む当該住棟全体で、巻末付

録（地域の区分一覧表）の地域の区分及び床面積等に応じて算定した対象住
宅の基準一次エネルギー消費量から100%以上の一次エネルギー消費量が
削減されることを「住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム

（https://house.app.lowenergy.jp/）」 等を用いて確認したものであること。
ロ． Nearly ZEH-Mとする場合は、イの（イ）から（ハ）のすべてを満たした上で、

再生可能エネルギー等を加えて、共用部を含む当該住棟全体で、巻末付録（地
域の区分一覧表）の地域の区分及び床面積等に応じて算定した対象住宅の基準
一次エネルギー消費量から75%以上100%未満の一次エネルギー消費量が削減
されることを「住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム（https://
house.app.lowenergy.jp/）」 等を用いて確認したものであること。

3．1又は2を満たす仕様は特記による。

外皮平均
熱貫流率

（単位
W/m2・K）

平均日射
熱取得率

地　域　の　区　分
87654321

―0.60.60.60.60.50.40.4

6.72.72.83.0――――

〔第Ⅴ章〕


